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5　生産性を向上させたい①
  デジタル化推進ポータル（東京都中小企業振興公社）
　ICT・IoT・AI、ロボットなどデジタル技術の導入及び活用を支援します。
＜事業一覧＞
　①情報収集
　・ICT・IoT・AI経営相談窓口
　・ロボット相談窓口　等
　②アドバイザーによるトータル支援
　・生産性向上コース
　・DX戦略策定支援コース
　③助成金
　・DX推進助成金
　・デジタルツール導入助成金
　・躍進的な事業推進のための設備投資支援事業
　④デジタルマーケティング・営業のDXサポートプログラム
　⑤スタートアップを活用したリスキリングによる中小企業デジタル化支援
　⑥デジタル技術導入促進ナビゲーター事業
　⑦中小企業デジタルコンシュルジュ

  緊急デジタル技術活用推進助成金　
　生産性向上に向けたICT・AI・ロボット等、デジタル技術の導入・活用に要する経費の一部を助成します。
問合せ先  　（公財）東京都中小企業振興公社　生産性向上支援課
 ☎ 03-3251-7919

  小規模事業者持続化補助金
　小規模事業者が自社の経営を見直し、自らが持続的な経営に向けた経営計画を策定した上で行う販路開拓
や生産性向上の取組を支援します。
問合せ先  東京商工会議所新宿支部
 ☎ 03-3345-3290

窓口相談助成金

助成金

助成金

セミナー その他
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5　生産性を向上させたい②
  ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
　中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的な製品・サービスの開発、生産プロセス等の改善を行い、生
産性を向上させるための設備投資等を支援します。
問合せ先  ものづくり補助金事務局サポートセンター
 ☎ 050-3821-7013

  IT導入補助金
　中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やDX等に向けたITツールの導
入を支援します。
問合せ先  IT導入補助金2025事務局コールセンター
 ＜ナビダイヤル＞ 0570-666-376
 ＜IP電話＞ 050-3133-3272

  中小企業省力化投資補助金
　中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人手不足に悩む中小企業等に対して、省力化投
資を支援します。
問合せ先  中小企業省力化投資補助金事務局
 ＜ナビダイヤル＞ 0570-099-660
 ＜IP電話＞ 03-4335-7595

  業務改善助成金
　事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を30円以上引上げ、生産性向上に資する設備投資等を行
った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成します。
問合せ先  業務改善助成金コールセンター
 ☎ 0120-366-400

助成金

助成金

助成金

助成金
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  先端設備等導入計画の認定
　国の同意を得た新宿区導入促進基本計画に基づき、中小企業者等が策定した先端設備等導入計画の認定
事務を行っています。区から先端設備等導入計画の認定を受けた中小企業者等は、新規取得設備に係る固定
資産税の減免等の特例措置を受けることができるようになります。
問合せ先  新宿区　産業振興課
 ☎ 03-3344-0701

計画の認定

コラム④　先端設備導入による固定資産税特例措置について
　中小企業者等が令和9年３月３１日まで
に新宿区から認定を受けた「先端設備導
入計画」に基いて、雇用者給与等支給額
を1.5%以上とする賃上げ方針を従業員に
表明し、一定の設備を新規取得した場合、
新規取得設備に係る固定資産税の課税標
準が３年間、１／２に軽減されます。
　計画に位置づけた賃上げの方針が3％
以上である場合は、5年間にわたって１／
4に軽減されます。

対象設備等

先端設備等の要件
年平均の投資利益率が5%以上が見込まれることについて、認定経営革新等
支援機関の確認を受けた投資計画に記載された投資の目的を達成するため
に必要不可欠な設備
※設備の販売開始時期は問いません。

対象設備

①機械装置（160万円以上）  
②工具（30万円以上）  
③器具備品（30万円以上）  
④建物附属設備（60万円以上）  
※構築物、事業用家屋は除外
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